
Symposium  

シンポジウム
災害対応とボランティア

ボランティアによる
被災者支援の有効性を
高めるために

連ボ被
携ア災
の三二者
令五を
リ ーア
方
をふす
閉まる
つ

木

一

回

司
E
E
E

一

田川

唱
E
E
E

司・・・・年n『

司

巧，』威
一
平

14:30..._ 17:30-

えっ
有え
でで
‘べ、

:原
則
ゃ ー

.6. 
ヨ冥 場 :日本赤十字看護大学201教室

干150-0012東京都渋谷区広尾4丁目1番3号

了Eし・03-3409，0875

一 参加対象 :ボランーテ1:Y~市民活動推進機関・団体関係者 一

活動実践者(ボランティア・NPOスタッフ等)

その他活動に関心のある方等

主催:i広がれポラシテ主アの輪j連絡会議

一 ι全国社会福祉協議会

第21回全国ボランティアフェスティバルみえフォローアップ事業



シンポジウム災害対応とボランティア~ボランティアによる被災者支媛の有効性を高めるために

~ふ

未曾有の大災害となった東日本大震災では、多くのボランティアが支援活動に参加

し、被災地の復旧・復興に向けて、さまざまな模索を重ねなが5取り組んできています。

こうした支援活動は多種多様なものですが、同じ支援者としてベースにもつべき活

動の原則等を確認しあい、共有することが重要といえます。それ5は、団体同士が連

携を図っていくうえで重要な前提であるとともに、それ以上に、被災地の復旧・復興

や被災者の生活再建に向けて、支援活動をより有効なものとするうえで求められます。

本シンポジウムは、赤十字の長年の国際的な救援活動の経験をふまえた行動規範

等や、法制度の動向等を学びつつ、東日本大震災等での実践をふまえながら、被災

者支援にあたってボランティアがふまえるべき原則や連携のあり方について議論し、

理解を深めるために開催します。

|参加申込み方注 | 

10月24日 (水)までに、 別紙「参加申込書」に必要事項を記入いただき、 FAX

等にて下記事務局までお申込みください。なお、お申込み後、事務局よりお送り

する資料・案内等はありません。当日は直接会場受付にお越しください。

lお問い合わせ先 | 

「広がれボランティアの輪J連絡会議 事務局

干100-8980東京都千代田区霞が関3-3-2新霞が関ビル

社会福祉法人全国社会福祉協議会全国ボランティア-市民活動振興センター内

TEL.03・3581・4656 FAX.03-3581-7858 
E-mail: info@hirogare.jp 
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時間 | テーマ

14:30~14 :45 Iあいさつ・オリエンテーション

14:45 ~ 1 5: 1 0 

15: 1O~15:35 

基調講義I

「災害対応関係法制度の動向とボランティアの位置づけJ

災害対策基本法等におけるボランティアの位置づけ、東日

本大震災で課題と芯ったこと、法制度見直しの動向につい

て理解を深める

高梨 成子 氏 (鰯防災&情報研究所代表)

基調講義E

「災害時における国際赤十字の行動規範等j

災害時に支援者が守るべきこととは何か、国際赤十字の行

動規範等(行動規範、スフィアブロジ、工ク卜、 IDRしなど)

について学ぶ

東浦 洋 氏 (日本赤十字看護大学教授)

15:35~ 15:50 I休憩

パネルディスカッション

「ボランティアによる被災者支援の有効性を高めるためにJ

東日本大震災等での取り組みをふまえ、ボランティア・市

民活動による支援を真に役立つものとするために必要なこ

と、また、民間の、とりわけ、ボランティア・市民活動団体

聞の連携を円滑にするために必要なことについて議論を深

める

15:50~17:30 I ・コーデ‘イネーター

山崎 美貴子 氏 (1広がれボランティアの輪J連絡会議会長/

神奈川県立保健福祉大学顧問)

.Hネリスト

東浦 洋 氏 (日本赤十字看護大学教授)

村上 徹也 氏 (市民社会コンサルト/日本福祉大学教授)

山下 弘彦 氏 (日野ボランティアネットワーク)

・コメンテーター

高梨 成子 氏 (腕防災&情報研究所代表)

本事業は、 独立行政法人福祉医療機構 社会福祉振興助成事業の助成により

実施するものです。


